







 本研究論⽂は、戦後の沖縄が本⼟に復帰するまでの 20 年間（1953 年〜1972 年）で




 まず、⽶軍の強制⼟地収⽤による第 1 期（1953 年〜1959 年）の初期的な基地の建設・




 つぎに、1960 年 4 ⽉ 28 ⽇に沖縄県祖国復帰協議会（復帰協）が結成された。復帰協
の運動⽅針は、「安保条約は原則的に反対であるが、復帰は施政権を有する⽶国から⽇
本への返還であり、基地の取り扱いは、⽇⽶両国政府間の外交交渉で解決すべきである」
という、基地より復帰が優先されるものであった。1965 年 2 ⽉ 22 ⽇に復帰協は、「異
⺠族⽀配 20 年からの脱却」を合⾔葉に、沖縄の祖国復帰のために戦う決議がなされた。
同年 8 ⽉ 20 ⽇に復帰協は、佐藤栄作⾸相に「沖縄の施政権返還に関する請願書」を提
出した。 










 以上の議論から、3 期に分類した各時代区分の出来事を下記に⽰す。 
 










(3) 第 3 期（1967 年〜1972 年）の「島ぐるみ闘争」は、沖縄の本⼠復帰をもって終
































(4) ⽶国の対沖縄政策の姿勢に着⽬すると、第 1 期と第 2 期の「島ぐるみ闘争」では、
「銃剣とブルドーザー」による⼒のハード路線が実⾏されたのに対し、第 3 期の
「島ぐるみ闘争」では沖縄住⺠の本⼟復帰意識を醸成したソフト路線へと転換して
いったことが明らかになった。主な出来事は、1967 年 2 ⽉ 24 ⽇の教公⼆法案の阻
⽌闘争、1968 年 11 ⽉ 10 ⽇の⾏政主席公選、1971 年 6 ⽉ 17 ⽇の沖縄返還協定の
調印式などである。 
 
 沖縄は 1972 年 5 ⽉ 15 ⽇に本⼠復帰を果たしたが、⽶軍は沖縄に残留した。それ故、
今なお⽶兵の犯罪、軍事演習の事故、および基地所属機の居住区への事故が多発してい
る。 
 その⼀例として、普天間基地所属の⼤型ヘリが 2004 年に沖縄国際⼤学に墜落し、2017
年には⼩学校の校庭に⽶軍ヘリの窓が落下した。こうした⼈命軽視も甚だしく、危険極
まりない普天間基地の名護市辺野古沿岸の埋め⽴て地への移転が決定した。 
 その決定に対して⾃⺠党の⼩野寺元防衛相は、「基地が辺野古に移転すれば、軍⽤機
は海上を⾶ぶので事故の危険性は軽減される」と楽観的なコメントをした。しかし、埋
⽴⼯事が進⾏している辺野古の海は、⻘珊瑚の群⽣域であり、ジュゴンの⽣息域として
も知られている。環境保全のためには、嘗ての「島ぐるみ闘争」のように全島⺠が団結
して反対闘争を展開していくしかない。そうしたことが、沖縄研究のイノベーションと
⾔えるのではないだろうか。 
